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考察　

　全国精神保健職親研究会に参加するにあたり、今回は｢社会適応訓練事業｣「職親」の2つがキーワードとなっていた。どちらも基本的な知識としては耳にしたことはあったが、実際の訓練や職親の現場には足を踏み入れて間もなかった為、講演や職親、参加者からの意見の一つ一つが新鮮であった。まだ身に付くまでは時間がかかるとは思うが、就労相談から実習・訓練と就労支援の様々なケースに関わっていく中で制度や社会資源等を学んで身になるものとしたい。

　今回特に気になった点があった。それは精神だけでなく障害者に向けた就労の為の制度や施策、社会資源に対し職親の多くの方が大きな不満を持っていることであった。国(厚生労働省)などの公的な機関で多くの障害者の就労に向けて作り上げているものが、実際の現場には適応するものはほんの一握りで残りは利用し難い制度や施策ばかりであるとの声が多くあげられた。自分の視点からは、制度や事業だけをみると「なるほど」と関心を受けるものであるが、実際に使う側からすれば新しいものが出るたびに何か違うと感じる職親の方が多いように感じた。

　その考えの差については最後までこうだ！！という考えは思いつかなかった。今後、障害者の就労支援へ橋渡しする立場として、その疑問の糸口を見つけながらも多くのケースに触れ、仕事をしたいという障害者の声に少しでも多く応えていきたい。
　

【第1日目】

· 講演・シンポジウム－１　「どうなる・どうする精神障害者社会適応訓練事業」

(1) 現状報告　「社会適応訓練事業の調査報告から」国立精神保健研究所　竹島　正氏

1 Ｈ14年度・15年度「精神保健福祉資料」にある社会適応訓練事業データ分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(厚生労働科学研究)

　　　　・Ｈ14年度とＨ15年度で社会適応訓練事業の「協力事業者数」と「利用のある協力事業者数」を比較　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　→「協力事業者数」は微増傾向にあるが、「『利用のある』協力事業者数になると都道府県でばらつきが見られるが、概ね減少傾向にある。

　　　　　→Ｈ14年度に比べＨ15年度は社会適応訓練事業の「協力事業者数」と「利用のある協力事業者数」ともに7割強の都道府県で減少、2割は変化なしとなっている。大きく事業者数が変化した都道府県はわずか4つ。

2 社会適応訓練事業の実施に関する調査　(Ｈ17年度厚生労働科学研究の暫定集計による)

· 主に、社会適応訓練事業の行政予算の縮小について説明。しかしそのような背景があるものの、各都道府県における取り組みは多様化が進みつつある。

(2) 講演　　「障害者自立支援法のポイントと就労移行支援」厚生労働省　新村　和哉氏

　　　　　　　・障害者自立支援法の説明

　　　　　　　　　・就労移行支援事業

　　　　　　　　　(人員配置)：サービス管理責任者、職業指導員or生活支援員、就労支援員で1グループ

　　　　　　　　　(サービス内容)：人員配置によりそれぞれサービス内容、支援方法が異なる

　　　　　　　　　　　　　　　　　前期→中期→後期→訪問期の4段階で段階的なプログラムに取り組む

　　　　　　　　　(移行先)：日中活動→一般就労、就労継続支援等　移住の場→単身生活、福祉ホーム、

グループホーム

「障害者雇用促進法による雇用促進の取り組み」厚生労働省　深田　聡氏

　　　・在宅就業障害者支援制度の説明

　　　　　　　→在宅就業障害者に仕事を発注する事業主に対して、特例調整金・特例報奨金を支給する制度。事業主から直接在宅の障害者に仕事を発注するケースと事業主から「在宅就業支援団体」(登録制)を介して在宅の障害者に仕事を発注する2ケースがある。

　　　・グループ就労訓練について

　　　　　　　→グループ就労訓練には企業から法人等が業務を請け負う「請負型」、事業主が直接精神障害者等のグループを雇用する「雇用型」がある。「請負型」は訓練・実習的な意味合いが強いが、「雇用型」は就労に移行することをねらいとしている。最近では盲・聾養護学校の生徒に対するグループ就労訓練が注目されている。

　　「精神障害のある人の就労支援策としての公共職業訓練事業」厚生労働省　西村　公子氏

　　　・障害者の態様に応じた多様な委託訓練

　　　　　　　→訓練の受講生数は身体、知的、精神障害の順に多い。しかし就職率でみると身体、精神、知的障害の順となる。委託訓練の良さはある程度の知識を学んでいるため、事業所の負担が少ない。また実習の受け入れの際に、将来の雇用を見据えて実習を行う事ができる点がある。しかし雇用形態は正職員は殆ど無く、パート、アルバイトという形態が大部分を占めている。

＜考察＞

　社会適応訓練事業に協力している事業所は比較的どの都道府県もある程度の数は確保しているが実際に利用がある事業者数をみると、障害者の就労に対し力の入れている県と入れていない県で差が出たように思う。青森県は利用のある事業者数では平均よりも多少低くなっている。各々での事業所への呼びかけも大事であるが、県のバックアップもあればより利用できる事業者数が多くなるのではないかと考えた。

　【第2日目】

· 基調講演　「“職親”～それは最も確実な精神障害者福祉である～を今考える」

　　　　　　講師：精神科リハビリテーション学会名誉会長　岡上　和雄氏

　　　　　　・職親制度、歴史、時代背景、普及状況、委託料と訓練手当の都道府県による格差、現在の

　　　　　　　職親の意味合い

· シンポジウム－２　「わが社の精神障害者雇用～工夫次第で働ける～」

　　　　　　各企業の精神障害者雇用の紹介

　　　　　　(会社概要、仕事内容、精神障害者の位置付け、障害者雇用の考え方、雇用の経過、

課題・問題点等)

· 特別講演　精神障害者総合就労支援プログラム「トワイライトプロジェクトについて」

　　　　　　講師：東京都中部精神保健福祉センター　生活訓練科医師　菅原　誠氏

　　　　　　　・トワイライトプロジェクトとは？

　　　　　　　→50歳未満で、主に躁うつ病や統合失調症の人が就労を目指すコースとうつ病で休職中の人が復職を目指すコースがある。形態としては精神科デイケアと同じように午前・午後のプログラムに参加するものである。復職に向けての訓練では特別なものはなく、一般的な自立に向けて行う、日常生活リズムの回復、復職までの目標設定、再発防止の勉強会等がある。

＜考察＞

　「わが社の精神障害者雇用～工夫次第で働ける～」では事業所でも障害者雇用に強く力を入れている事業

所の話を聞いた。参加した事業所の殆どで共通であったことは、話をするときに障害者と区分した話し方を

しなかったことである。すべて「一従業員として」という話し方をしたのが印象的であった。事業所も他機

関との連携、通院日の確保、障害の勉強会・・・事業所内で支援体制というものが完全に近い状態で整って

おり、ここで働いている障害者は幸せだなと感じた。障害者雇用のための事業所開拓は、実際に今回参加し

たような事業所が他の事業所に紹介することも一つの開拓方法ではないかと感じた。










